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研究開発税制研究開発税制・エンジェル税制・エンジェル税制の改革の改革

試験研究費の総額
×8%～10%

試験研究費の総額総額
×8%～10%

試験研究費の増加額×5%試験研究費の増加額増加額×5%

売上高の10%を超える
試験研究費 ×一定比率

売上高の売上高の10%10%を超えるを超える
試験研究費 ×一定比率

試験研究費の総額
×8%～10%

試験研究費の総額総額
×8%～10%

試験研究費の

増加額 ×5%

試験研究費の

増加額増加額 ×5%

法
人
税
額

の
20
％

1010
％％

追
加
追
加改正前改正前

改正後（平成改正後（平成2020年度～）年度～）

最大で法人税額の30%に最大で法人税額の30%に

研究開発促進税制の拡充研究開発促進税制の拡充

エンジェル税制の拡充エンジェル税制の拡充

国際競争力強化のため、研究開発を増加させる企業又は
研究開発比率が高い企業に対して税額控除上限を引上げ

国際競争力強化のため、研究開発を増加させる企業又は
研究開発比率が高い企業に対して税額控除上限を引上げ税額控除上限を引上げ

法
人
税
額

の
20
％

拡充

特定のベンチャー企業への投資について、所得控除を認める抜本拡充特定のベンチャー企業への投資について、所得控除を認める抜本拡充所得控除を認める抜本拡充

改正前改正前 改正後（平成改正後（平成2020年度～）年度～）

投資家投資家

ベンチャー企業ベンチャー企業

拡充
出資

投資額を他の株式
譲渡益から控除

投資額を他の株式
譲渡益から控除

投資家投資家

ベンチャー企業ベンチャー企業

出資

(出資額－5千円）をその年の
総所得金額等から控除可能に

(出資額－5千円）をその年の
総所得金額等から控除可能総所得金額等から控除可能に

経済産業大臣の確認を
受けた創業後３年以内の

ベンチャー企業

経済産業大臣の確認を
受けた創業後３年以内の

ベンチャー企業
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※「革新的技術」は、技術動向を注視して総合科学技術会議が不断に見直す。

創薬技術
（ワクチン等）

高速大容量通信網技術（オール光通信）

電子デバイス技術
（スピントロニクス、３次元半導体、
CNT、ＭＥＭＳ集積化）

組込みソフトウェア技術
（高信頼ソフトウェア）

高度画像技術
（３次元映像）

再生医療技術 (iPS細胞)

医療工学技術
（ブレイン・マシン・ インターフェイス、
低侵襲医療機器、心機能人工補助装置）

知能ロボット技術
(生活支援ロボット)

検知技術
(テラヘルツ波)

グリーン化学技術
(遺伝子組換え微生物利用、
エネルギー生産、新触媒)

食料生産技術
（小麦・大豆等耐性・多収化、
ウナギ・マグロ完全養殖）

希少資源対策技術
(レアメタル)

新材料技術
（新超伝導材料）

・我が国を支えてきた産業の一層の強化に

向けた技術シーズの研究開発の加速

・新たな産業の形成を促す研究開発の加速

((ⅰⅰ))産業の国際競争力強化産業の国際競争力強化

・国民が健康で快適な生活を送ることを可能とする技術の実現

・健康・医療産業の育成

((ⅱⅱ))健康な社会構築健康な社会構築
・国民の安全・安心を確保する技術を更に発展

・国家基幹技術を推進

((ⅲⅲ))日本と世界の安全保障日本と世界の安全保障

経済社会に大きな波及効果をもたらすことが期待される世界トップレベルの技術経済社会に大きな波及効果をもたらすことが期待される世界トップレベルの技術

持続的な経済成長と持続的な経済成長と

豊かな社会の実現豊かな社会の実現

革新的技術戦略革新的技術戦略 (2008(2008年年55月月 総合科学技術会議決定）総合科学技術会議決定）

革新的技術革新的技術

優れた革新的な技術シーズを特定優れた革新的な技術シーズを特定 資源の重点的・集中的投資資源の重点的・集中的投資 研究開発体制・環境整備研究開発体制・環境整備

革新的技術推進費の創設（平成21年度から）

地球温暖化対策技術
（高効率太陽光発電、水素エネルギーシステム技術）

国家基幹技術
（次世代スパコン、海洋地球観測探査システム、Ｘ線
自由電子レーザー、高速増殖炉（FBR）サイクル技術、
宇宙輸送システム）
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環境エネルギー技術革新計画環境エネルギー技術革新計画
(2008(2008年年55月月 総合科学技術会議決定）総合科学技術会議決定）

低炭素社会実現に向けた技術戦略低炭素社会実現に向けた技術戦略

短中期的対策（～2030年）短中期的対策（～2030年） 中長期的対策（2030年～）中長期的対策（2030年～）

既存技術の向上と普及 革新的技術の開発と導入

普及策・社会システム改革普及策・社会システム改革

新技術の社会への普及を促進するための施策

・削減効果の大きな技術
軽水炉の高度利用、プラグインハイブリッド車、
電気自動車、燃料電池自動車、高効率照明、
高効率ヒートポンプ、省エネ家電・情報機器

・地域全体で削減するための技術
省エネ住宅、バイオマス利活用技術、
交通・物流の高度化（ITS）、テレワーク

・削減効果を高めるための技術の連携
高効率火力発電と二酸化炭素回収・貯留（CCS）

・削減効果の大きな技術

次世代軽水炉、高速増殖炉サイクル技術、

第３世代太陽電池、

水素製造技術、水素還元製鉄

・技術のﾌﾞﾚｰｸｽﾙｰを実現する基盤技術

・超長期的に実現が期待される技術

核融合

・社会への普及策 ・社会システム改革
・官民の役割分担 ・社会の啓発
・人材育成

環境エネルギー分野の技術に優れた我が国は、率先して同分野の革新的な技術を開発し、

日本／世界に普及さ せ 、地球温暖化問題 に関して指導的役割を担う べき。

環境エネルギー分野の技術に優れた我が国は、率先して同分野の革新的な技術を開発し、

日本／世界に普及さ せ 、地 球温暖化問題 に関して指導的役割 を担う べき。
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環境エネルギー技術の開発と普及環境エネルギー技術の開発と普及

2030 2050

2010 20502020 2040

二酸化炭素回収・貯留
（ CCS ）ﾒﾀﾝ等ｶﾞｽ削減

燃料電池自動車

既存技術の向上・普及

高効率石炭火力発電

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

軽水炉の高度利用

超長期住宅

太陽光発電

風力発電

環境性能評価技術
（CASBEE 等）

抜本的
削減技術

省ｴﾈ家電・情報機器
（グリーン IT）

革新型電池

高効率天然ｶﾞｽ火力発電

高効率ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

水素還元製鉄

高効率鉄道
車両

2010 2020

地球観測・気候変動予測

省ｴﾈ住宅
（断熱材・断熱ｶﾞﾗｽ）

太陽光発電
（第3世代太陽電池）

革新的技術
高度道路交通ｼｽﾃﾑ

（ ITS ）

ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用
（軽油代替系）

短 中 期

ﾊﾟﾜｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

革新的製造ﾌﾟﾛｾｽ

高効率船舶

次世代軽水炉

水素輸送・貯蔵

中 長 期

（注）世界全体の温室効果ガス削減のイメージを示したものである

世
界
全
体
半
減
目
標

低燃費航空機
（低騒音）

2040

2030

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ・電気自動車

植生による固定
（ｽｰﾊﾟｰ樹木）

温暖化適応技術

ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用
（ガソリン代替系）

高性能電力貯蔵
（2次電池・ｷｬﾊﾟｼﾀ）

高速増殖炉ｻｲｸﾙ

ｴﾈﾙｷﾞｰの面的利用
（HEMS/BEMS等）

短中期で削減効果が大きい主な技術 中長期で削減効果が大きい主な技術

2050年世界のCO2半減に至る削減

へのエネルギー革新技術別の寄与度
高効率火力発電・

CCS,12%

先進的原子力発電,12%

革新的太陽光発電,7%

産業部門（水素還元製鉄・
革新的材料等）,8%

民生部門の省エネ機器（ﾋｰﾄ
ﾎﾟﾝﾌﾟ、燃料電池、IT機器等）,11%

既存技術の
普及等,40%

次世代自動車（燃料電池、
電気自動車、バイオマス等）,11%

出典：経済産業省「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」

革新的
技術,60%

宇宙太陽光

発電

高効率照明

定置用燃料電池

ﾃﾚﾜｰｸ
（立体映像利用）

超電導送電

中小型炉

対策なしシナリオ
（ IEA見通し）

高効率天然ｶﾞｽ/石炭火力発電
（燃料電池、CCSとの組み合わせ）

電気自動車
（革新型電池搭載）

水素製造

核融合
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○ 経済が混乱し、環境･エネルギー問題等が深刻化する中、

我が国が力強く発展を続ける原動力は「科学技術力」

○ 科学技術力を国際競争力に繋げるための産学官連携活動

が定着する中、新たな課題も顕在化

○ それら課題解決に向け、政府として府省横断的に一体と

なって支援

○ さらに、「革新的技術創造戦略」と「環境エネルギー技術革

新計画」の着実な実施により、成長戦略の実現へ

ま と めま と め


